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表1 　2009年の電力生産における原子力発電の割合（％）

　このインフォメーションノートの目的は、放射線被ばくにより影響を受
ける労働者の規模、放射線被ばくを伴う業務、労働者の放射線保護に関連
したILOの条約・勧告に関する情報を提供することです。

　宇宙線や自然放射性物質かの例にみるように、電離放射線は人間環境の
一部になっています。電離放射線には、X線とガンマ線（電磁放射線）、粒
子線（アルファ放射線、ベータ放射線、中性子放射線などの素粒子の放射
線）が含まれます。電離放射線は、熱傷などの急性障害と、癌・遺伝性疾
患などの長期間にわたる障害を誘発する可能性があり、こうした障害は、そ
れぞれ非確率的（確定的）影響、確率的影響とも呼ばれています。
　放射線源は、産業、医学、研究、農業と教育の場で、多様な種類の有益
な目的のために世界中で利用されています。医療分野においては、医療の
進歩と高齢化により、放射性核種と放射線が診断および治療に利用される
機会が増えています。また、各国政府は、テロの脅威や放射線源の悪用の
可能性、コスト問題、原子力装置の利用の拡大により、放射線防護と安全
性を以前よりもずっと重視しなければならない状況に直面しています。

　電力需要は数多くの発展途上国で急速に増加しています。原子力を利用
して発電すれば、二酸化炭素はほとんど排出されません。そのため、気候
変動と天然化石燃料枯渇の問題を受けて、政策論争や国民議論において、原
子力の利用が再び注目されるようになりました。エネルギーが十分かつ低
価格で供給されることは、どのような地域社会にとっても、持続可能な経
済的社会的発展には不可欠であり、貧困の削減とディーセントワーク（働
きがいのある人間らしい仕事）のためにとても重要です。

労働者の放射線防護

放射線と労働の場

グリーンエネルギーの生産と原子力の利用拡大

出典：http://www.world-nuclear.org/info/reactors.html
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　多くの先進工業国では、原子力はすでに主要な電力源になっています。い
くつかの発展途上国、特に移行経済諸国では、電力不足を解消するために
原子力への依存を増やしています。2011年4月現在、31カ国で439基の原
子炉が稼働しており、その発電設備容量は約3億7,500万キロワットにおよ
びます。
　現在では、原子炉60基（発電設備容量6,400万キロワット）が14カ国で建
設中です。具体的には、中国27基、ロシア10基、インド、韓国で各5基、
カナダ、日本、スロバキアで各2基、アルゼンチン、ブラジル、フィンラ
ンド、フランス、イラン、パキスタン、米国で各1基となっています。

1　http://www.world-nuclear.org/info/reactors.html
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表2 　地球規模でみた、人工・自然放射線源による職業性被ばく状況

　放射線源の利用には放射線被ばくのリスクが伴います。電離放射線によ
る被ばくは数多くの職種で見られます。人工放射線源は、製造業、サービ
ス業、防衛産業、研究機関・大学、そして原子力発電所で一般に使われて
います。また、医療分野においても、医師と医療専門職が疾病の診断およ
び治療において人工放射線をさまざまに利用しています。
　一方、自然放射線源から被ばくしている労働者もいます。とりわけ、鉱
山やラドン濃度の高い地域で働く労働者のラドンによる被ばくがこれにあ
たります。職業性被ばくの線量限度は、年間20ミリシーベルト（mSv）、公
衆被ばくは年間1ミリシーベルトとされています（付録資料I参照）。

　鉱業を除いて、人工放射線源からの職業性被ばくの多くの場合の平均被
ばく線量は、原子力産業を含めて、現在、年間2ミリシーベルト未満です。
しかし採鉱の作業場によっては、表2に示された平均被ばく線量を大きく
超える場合もあります。例えば、南アフリカの地下金鉱では、2000年にお
ける年間平均被ばく線量は7ミリシーベルトであり、金鉱労働者12万3333
人のうち3700人の年間被ばく線量は20ミリシーベルトを超えていました。
また、エジプトのアブタルトルのリン鉱坑道で働く労働者を個別にモニタ
リングした結果による年間平均線量は15.55ミリシーベルトと推計されて
います。医療専門職（医療、歯科医療、獣医）の被ばく線量は一般的に極め
て低いものの、放射線診断を含む診療では、被検患者に近づかなければな
らず、相当量の放射線を被ばくするリスクが伴います。例えば、冠動脈造
影や経皮的冠動脈形成術（PTCA）1回の施行につき0.43ミリシーベルト（甲
状腺）、心臓カテーテル・アブレーションでは0.28ミリシーベルト（左目）・
0.2ミリシーベルト（甲状腺）の職業性被ばくを受けます。また、ポジトロ
ン断層撮影（PET）による年間実効線量は8ミリシーベルトであると報告さ
れています。
　高い自然放射線レベルで職業性に被ばくしていると考えられる人たちの
約５分の１は、ラドン濃度の高い地域の店舗、オフィス、学校やそのほか
の敷地で業務に携わっています。これらの地域の平均被ばく線量はかなり
高くなります。こうした地域の労働者の年間平均線量はほぼ5ミリシーベ
ルトで、他の職業性被ばくのある労働者よりも高い値を示しています。
　航空機乗務員が浴びる宇宙線の線量は、飛行ルートと飛行時間によって
異なります。年間の平均線量は約3ミリシーベルトですが、高い高度での
継続的な長時間フライトの場合は、この2倍になる可能性もあります。放
射線の性質と業務内容を考えれば、この程度の線量は避けられません。飛
行高度が高くなると宇宙線量は増加するため、飛行機を使った移動では被
ばく線量が比較的高くなります。そのため、航空機乗務員にも被ばくの監
視体制が必要だとする政府機関もあります。

労働の現場における労働者の放射線被ばく

注：　「核燃料サイクル」には、ウランの採鉱・精錬・濃縮、燃料加工、原子炉運転、再処理、研究が含まれます。「自然
放射線」は、民間航空輸送、炭鉱やその他の鉱物採鉱、石油・天然ガス産業、また、採鉱以外における作業場ラ
ドン被ばくを含みます。「医療利用」には、放射線診断、歯科放射線医療、核医療、放射線治療とその他の医療利
用が含まれます。「産業活動」には、工業照射、工業用放射線撮影、発光、放射性同位体製造、検層（ボーリング）、
加速器の運転、その他の産業利が含まれます。また、「その他」には教育機関、獣医、その他の職業が含まれます。

出典：原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）：「電離放射線の線源および影響（仮題）」（Sources 
and eff ects of ionizing radiation）、UNSCEAR2008年報告書Vol. I（国連、ニューヨーク、2010年）
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　放射線防護は、業務で生じる疾病と障害から労働者を防護するための
ILO活動の一部であり、ILO憲章にその旨が明記されています。1960年6
月、ILO総会は「電離放射線からの保護に関する条約、1960年」（第115号）
と、それに付随する勧告（第114号）を採択しました。この条約は、労働の
過程における労働者の電離放射線被ばくが起こるすべての活動に適用され、
これを批准したILO加盟国が、法規、行動規範、その他の適切な手段を用
いて、その条項を施行することを定めています。今までのところ、このILO
条約が、放射線から労働者を防護する唯一の国際的な法的基準です。

　第115号条約と第114号勧告に定められている基本原則には、労働者の
電離放射線被ばくは、実行可能な限りの最低レベルまで軽減されなければ
ならないこと、また、不必要な被ばくはいかなるものであれ避けられなけ
ればならないことが含まれています。第115号条約に明記されている他の
要件には、最新の知識に照らしての常時のチェックのもとで、関連する国
際的な勧告に適切な注意を払いながら、様々な業種の労働者に対して線量
限度を守ること、18歳以上および未満の労働者、直接放射線作業に従事し
ない労働者を含めて、それぞれの分野の労働者に対して線量限度を具体的
に定めること、16歳未満の労働者には電離放射線を伴う作業を禁止するこ
とが含まれます。放射線防護に関してILOが最も貢献したのは、放射線を
伴う業務に携わる労働者の、安全衛生に対する権利を向上させてきたこと
です。それには、参加、労使の協力、トレーニング、情報の権利が含まれ
ます。

　これらの要件が順守されているかどうかを検証するにあたり、ILO条約
勧告適用専門家委員会（CEACR）は頻繁に、関連する国際基準で法文化さ
れている最新情報を参照し、特に線量限度の目的と役割に関する原則の策
定に取り組んできました。その原則には、非常事態時およびその後の被ば
く限度や、健康上の理由から放射線を伴う仕事に携われなくなった労働者

の代替雇用に関する条項などが含まれます 
2

。
　第115号は48カ国が批准しています 

3

。そのうち、原子力発電所を有する
国は、アルゼンチン、ベルギー、ブラジル、チェコ、フィンランド、フラ
ンス、ドイツ、ハンガリー、インド、日本、メキシコ、オランダ、ロシア、
スロバキア、スペイン、スウェーデン、スイス、ウクライナ、英国です。さ
らに、エジプト、イタリア、ポーランド、トルコの4カ国が原子炉の保有
を計画、提案しています。

　1960年代初期から、資源を有効に活用して努力の重複を防ぎたい、また
相乗効果を生みだし、それぞれの組織で個別に作られてきた関連基準の成
果を最大限に活かしたい、といった共通の関心を背景に、国際的に調和し
た基準を策定する協力が進められてきています。ILOは、他の国際的な組
織と協力して、労働者の放射線防護に関する国際基準と指針を、共同で策
定することを重視しています。

　ILOは他の国連機関とともに、国際原子力機関（IAEA）が設置した放射
線安全基準委員会（RASSC）の活動に積極的に参加しています。ILOが
RASSCに参加することにより、IAEAおよびその他の国際機関が、放射線
安全および職業性放射線被ばくの防護に関する国際基準を策定する過程に、
労使の代表と団体が直接参加できるようになりました。これまで雇用者や
労働者には、自分たちが適用すべき国際基準の策定に、全面的かつ組織的
に参加できる機会がありませんでした。

　放射線の安全と防護の分野における国際協力の大きな成果の一つは、
「電離放射線に対する防護と放射線源の安全のための国際基本安全基準
（BSS）」の策定にあります。これは、国際放射線防護委員会（ICRP）が以前
に発行した国際勧告に基づくものです。BSSは、国際連合食糧農業機関
（FAO）、IAEA、ILO、経済協力開発機構／原子力機関（OECD／NEA）、
2　CEACR の第 115 号条約の適用に関しては、特に 1992 年総会を参照のこと。http://www.ilo.org/ilolex/
english/index.htm

3　http://www.ILO.org/ILOlex/english/index.htm 参照
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汎米保健機構（PAHO）、世界保健機関（WHO）が共同提案し、1996年、正
式に策定されました。BSSは、ILOの第115号条約を補完する国際調和した
放射線防護基準のための世界共通の基盤となるものです。BSSの提案に加
わった組織はすべて、放射線防護と放射線安全の国際基準および政策の調
和と策定に向けて緊密に協力し、各専門分野におけるBSSの適用を推進し
てきました。参画機関の支援を受けて取り組む際、BSSはその機関の関連
規則・規定を考慮して適用されます。ILOの場合、BSSは第115号条約の施
行を支え、国家レベル・企業レベルで放射線の職業性被ばくに対する防護
を促進する責務のある人たちを指導するために使われています。また、加
盟各国が第115号条約と付随する第114号勧告を適用・実施しているかど
うかを点検し審査するために、ILOの監視機構もBSSを利用しています。
　国際連合の専門機関4団体と国際組織2団体が参画していることから鑑
みて、BSSは放射線防護に関して国連システムが適用する必要条件である
と位置づけられています。第115号条約に関しても同じことが言えます。

　BSSがIAEAの定める安全基準の一部であることは指摘するに値しま
す。IAEAの既存の規則によると、IAEAはこの安全基準を順守する義務を
負い、またIAEAの技術支援を受ける国もこれを遵守する義務を負うこと
になります。IAEAは、100カ国以上で実施されている放射線防護基盤構造
向上に関する技術協力モデル・プロジェクトで、こうした基準の適用を促
進してきました。このモデル・プロジェクトは、加盟国がBSSの順守に必
要な基盤を構築するのを支援しています。IAEAモデル・プロジェクトの
具体的な成果の一つとして、BSSがプロジェクト実施国の法規と基準に組
み込まれたことが挙げられます。その結果、第115号条約と第114号勧告
に示されている要件を満たすよい基盤が構築されます。

　この国際協力の枠組みのもと、さまざまな技術基準、必要条件、ガイド
ライン、手引き、技術文書が開発されてきました。例えば、FAOとWHO
はコーデックス委員会を通じて、国際取引される食物に含まれる放射性物
質に対するガイドラインを示しています。また、WHOは、飲料水水質ガイ

ドラインを策定し、放射性核種濃度に関する安全性の評価基準を定めてい
ます。原子力や放射線の緊急事態には、IAEAとWHOはともに、安全衛生
に関する技術支援を提供します。緊急時の労働者を含む放射線防護の分野
では、IAEAとILOが協働で、放射線の職業性被ばくに対する防護の国際
的な手引きを数多く作成しています。具体的なガイダンスには、放射線の
職業性被ばくの防護全般、職業性被ばくにおける内部被ばくおよび外部被
ばくの評価、鉱山や放射性鉱石の採鉱に従事する労働者の放射線防護、職
場における自然放射線の被ばく管理、緊急時の労働者の防護、業務で電離
放射線を被ばくした労働者の健康管理、病院や一般業務での放射線防護な
どが含まれます。IAEA・ILOの共同出版物に関しては、付録Ⅱに詳細情報
を掲載しています。
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（BSS）より抜粋（1996年、FAO、IAEA、ILO、OECD／NEA、PAHO、WHO
で共同策定）

線量限度
Ⅱ‒5. あらゆる労働者の職業性被ばくは以下の限度を超えないよう制御

しなければならない
　(a)　連続した5年間で実効線量が年平均20ミリシーベルト 

4

　(b)　1年間の実効線量50ミリシーベルト
　(c)　眼の水晶体に対する1年間の等価線量150ミリシーベルト
　(d)　四肢（手足）または皮膚に対する1年間の等価線量500ミリシーベルト

Ⅱ‒6. 放射線被ばくを伴う雇用のための訓練を受けている16～18歳の
見習い研修生および学習の過程で線源を用いるよう求められてい
る16～18歳の学生については、以下の限度を超えないよう職業
性被ばくを制御しなければならない

　(a)　1年間の実効線量6ミリシーベルト
　(b)　眼の水晶体に対する1年間の等価線量50ミリシーベルト 
　(c)　四肢（手足）または皮膚 

5

に対する1年間の等価線量150ミリシーベルト
 

4　平均算出期間の始期は、基準発効日以後の関連する 1年間の最初の日に対応させるものとし、平均算出に
際して遡及しないものとする。

5　皮膚の等価線量限度は、皮膚の最も高く被ばくした部位の 1平方センチ内の平均線量に適用される。皮膚
の線量はまた、実効線量にも寄与するものであるが、この寄与度は、皮膚全体に対する平均線量を当該皮
膚の組織荷重係数で乗じた値とする。

特別の状況
Ⅱ‒7. 特別の状況下 

6

で、付則Iに従い、線量制限要件の一時的な変更が承
認される場合は、以下のいずれかのようにする。

　(a)　Ⅱ-5(a)項に言及される線量平均算出期間を例外的に、規制機関が明
示する連続する10年を超えない期間とし、当該期間のあらゆる労
働者の実効線量は年平均20ミリシーベルト、1年間につき50ミリシー
ベルトを超えないものとし、平均算出期間の延長を開始した時点か
らのいずれかの労働者の累積線量が100ミリシーベルトに達した時
点で状況を見直さなければならない。または、

　(b)　線量制限の一時的な変更は、1年間で50ミリシーベルトを超えない、
規制機関の明示する値とし、一時的な変更の期間は5年を上回らな
いようにしなければならない。

線量限度
Ⅱ-8. 公衆のなかの関連特定集団の慣行に起因する推計平均被ばく線量は、
以下の限度を超えてはならない。
　(a)　1年間の実効線量1ミリシーベルト
　(b)　特別な状況下では1年間の実効線量最大5ミリシーベルト。ただし、連

続する5年間の平均線量が年1ミリシーベルトを超えないことを条件
のもとでとする。

　(c)　眼の水晶体に対する1年間の等価線量15ミリシーベルト
　(d)　皮膚に対する1年間の等価線量50ミリシーベルト
 

6　付録 I 参照。I.18 項に規定される「代替就業」の規定が関連するかもしれない。

職業性被ばく

公衆被ばく

付録Ⅰ

 付則Ⅱ

電離放射線に対する防護と放射線源の安全のための
国際基本安全基準

5
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介入を行う労働者の防護
V.27. 介入を行う労働者 

7

は、付則Ⅱに定められた職業性被ばくの年間線量
限度の上限を超えて被ばくしてはならない。ただし、以下の場合は
例外とする。

　(a)　救命、もしくは重傷を回避するための行動をとる場合
　(b)　大規模な集団線量を回避するための行動をとる場合
　(c)　破滅的な状況に発展するのを回避するための行動をとる場合

こうした状況の場合、介入を行う労働者の線量が年間線量限度上限
の2倍以下に収まるよう、適切な取り組みを講じなければならな
い。ただし、救命行為に関しては、健康への確定的影響を避けるた
めに年間線量限度上限の10倍以下に収まるよう、あらゆる取り組
みを講じなければならない。さらに、線量が年間線量限度上限の10
倍に近い、もしくは10倍を超える介入を行う労働者は、他人への
便益が自らのリスクより明らかに重要である場合にのみ、そうした
行動を取るものとする。

V.28. 年間線量限度の上限を超える可能性のある行動を取る労働者は志
願者でなければならず 

8

、想定される健康リスクについて予め明確か
つ総合的に明示され、必要とされる可能性のある行動の訓練を、実
施可能な限り受けていなければならない。

V.29. 前述の要件を順守する責任を担う法人は、緊急時対応計画のなかで
特定されていなければならない。

7　介入を行う作業者には、登録業者および免許所有業者によって雇用された作業者に加え、警察官、消防署員、
医療スタッフ、緊急車両の運転手や乗組員などが含まれる。

8　軍人が携わる場合、こうした要件が適用されない場合もある。しかしながら、こうした人員の被ばくは、
監督機関により定められた特別基準に限定されるものとする

V.30. 介入における緊急段階が終了した後は、施設と建物の修復、廃棄物
処理ないし現場と周辺地域の除染などの復旧作業に携わる労働者
は、付則Iで定められた職業性被ばくの詳細にわたる必要条件のシ
ステムに従わなければならない

V.31. 緊急介入の間、適切な防護を行うため、また、緊急介入に携わる労
働者が受ける被ばく線量の評価と記録を行うため、すべての適切な
措置を講じなければならない。介入が終了した場合、被ばく線量と
その結果生じる健康リスクは、介入に携わった労働者に伝えられな
ければならない。

V.32. 労働者は通常、緊急被ばく状況で被った線量を理由に、追加の職業
性被ばくから除外されてはならない。しかし、緊急被ばく状況を経
験した労働者が年間線量限度上限の10倍を超える線量を被った場
合、もしくは当該労働者の要請があった場合、そうした追加の職業
性被ばくの前に資格ある専門医による診療を受けるようにしなけ
ればならない。

緊急時被ばく状況
付則V
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付録Ⅱ

労働者の放射線防護に関するＩＬＯ条約・勧告および刊行物
‐ ILO放射線防護条約、1960年（第115号）
‐ ILO放射線防護勧告、1960年（第114号）
‐ ILO業務災害給付条約、1964年（第121号）
‐ ILO業務災害給付勧告、1964年（第121号）
‐ ILO業務性疾病リスト勧告、2002年（第194号）
‐ ILO職業がん条約、1974年（第139号）
‐ ILO職業がん勧告、1974年（第147号）

̶:  ILO：産業安全保健エンサイクロペディア、1-4巻（1998年、ジュネーヴ、第4版）
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